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デジタル化によるまちづくりの取組状況について 

 

１ デジタル化の取組全般 

（１）デジタル・エグゼクティブ・アドバイザー 

    デジタル化によるまちづくりの取組を更に前進させていく観点から、

デジタル分野の専門家である別所直哉氏を「デジタル・エグゼクティブ・

アドバイザー」として令和２年 12月 22日付で委嘱した。 

    これまで、デジタル化に関する部局長へのレクチャーや本市のスーパ

ーシティ構想に係る連携事業者及び事業提案の公募審査などの職務を行

っている。 

 

 （２）デジタル化によるまちづくりに関するアイデア募集 

    デジタル化によるまちづくりを推進するに当たり、市民が実現を期待

するデジタル技術を活用したサービスのアイデアを募集した概要は、次

のとおり。 

募集期間 
令和２年 12月 18日（金）から令和３年２月１日（月）

まで 

応募件数 16件 

主なアイデア 

公共施設の無料 Wi-Fi整備 

キャッシュレス化の促進 

信号機の効率的な切替え 

ビッグデータを使った観光客の動向把握 

引越しに伴う手続の電子化 

歩数データを収集した健康分析 

スマホを活用したスタンプラリー 

レンタサイクルの GPSデータ活用 

 

 （３）有識者を交えた検討 

    デジタル化によるまちづくりの進め方や今後の取組について、デジタ

ル・エグゼクティブ・アドバイザーのほか、次の有識者から助言を受け

ながら検討を進める。 

所 属 氏 名 

慶應義塾大学総合政策学部教授 古谷 知之 

中央大学国際情報学部教授 石井 夏生利 

湘南電力株式会社代表取締役社長 原  正樹 

 

資料１ 
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２ 市デジタルイノベーション協議会（愛称「Ｄ＋(プラス)」）関係 

  令和３年１月 30日（土）に開催を予定していた協議会の設立総会及びキッ

クオフイベントについては、国の緊急事態宣言を踏まえて、令和３年３月 13

日（土）に延期する。※令和３年１月末時点の加入団体（参考資料１－１） 

 

３ スーパーシティ関係 

 （１）アーキテクトの公募 

  ・募集期間 

    令和２年 12月 14日（月）から令和３年１月４日（月）まで 

 

・応募資格 

次の①②③の条件をいずれも満たしていること。 

① 国家戦略特別区域基本方針の指定基準として示されている、「地域

課題の設定、事業計画の作成、先端的技術の活用など、スーパー

シティ構想全体を企画する存在」にふさわしい人物であること。 

② 概ね３年以上、デジタルやまちづくりに関連する企業・団体・学

校・コンサル等に従事するなど、技術・知識を有していること。 

③ 国籍は問わないが、日本語の十分なコミュニケーション能力を有

すること。 

 

  ・選考結果 

２名から応募があり、書類選考後に面接を実施した結果、次の者を選 

考し、スーパーシティ・アーキテクトとして令和３年１月 18 日付で委嘱

した。 

氏  名 熊野 和久（くまの かずひさ） 

生年月日 昭和 36年 10月 17日生（満 59歳） 

現 住 所 東京都目黒区 

略  歴 

昭和 59年 ４月 株式会社ＣＳＫ（現ＳＣＳＫ株式会社） 

入社 

平成 ３年 12月 日本マイクロソフト株式会社 入社 

平成 ７年 ６月 同社 社長室長 

平成 12年 ５月 同社 経営企画室長 

平成 18年 ７月 同社 エグゼクティブ・マーケティング・ 

マネージャー 

平成 28年 12月 ダッソー・システムズ株式会社 入社 

令和 元年 ６月 同社 スマートシティ推進担当部長  

現在に至る 
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  ・今後の予定 

すでに、本市のスーパーシティ構想に係る連携事業者及び事業提案の公

募審査に加わっており、今後は、国のスーパーシティ構想の公募に応募す

るための作業や市民説明にも参加予定である。 

なお、勤務条件に関しては、国のスーパーシティ構想の公募に応募する

までは暫定とするが、正式に区域指定された場合には、報酬や勤務形態等

について協議する予定である。 

 

 （２）連携事業者及び事業提案の公募 

  ・募集期間：令和２年 12月 14日（月）から令和３年１月 7 日（木）まで 

 

・応募事業者：８者 

項 目 応募数 

全体提案（データ連携基盤整備＋５分野以上の先端的サービス) ３者 

個別提案（先端的サービスのみ） ５者 

 

・審査方法：プレゼンテーション審査（令和３年１月 18日）及び事業者選 

定会（令和３年１月 22日） 

＜プレゼンテーション審査員＞ 

有識者 

別所 直哉（デジタル・エグゼクティブ・アドバイザー） 

熊野 和久（スーパーシティ・アーキテクト） 

間中 健介（慶應義塾大学 SFC研究所上席所員） 

梅野 匡俊（横浜国立大学成長戦略教育研究センター 

客員教授） 

市 政策調整担当部長、デジタル化推進担当課長、関係各課長 

 

・審査結果 

各分野における優れた提案内容を個別に採用した。 

項 目 選定事業者 

データ連携基盤 該当なし 

医療・健康分野 東日本電信電話株式会社 

防災分野 該当なし 

エネルギー分野 株式会社電通国際情報サービス 

教育分野 該当なし 

観光分野 該当なし 

行政分野 該当なし 

交通分野 東日本電信電話株式会社、ソフトバンク株式会社 
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・追加公募 

今回の提案は、各事業者とも一定の水準に達していたが、国のスーパ 

ーシティ構想で求められている先進性・革新性・独自性を高めるために、 

別紙のとおり追加の公募を実施する。 

 なお、追加の公募に際しては、今回のように課題のみを示してアイデ 

アを募集する方式ではなく、分野ごとに具体的に取り組みたい内容を示 

したうえで募集する。具体的なイメージについては別紙のとおり。 

 

 （３）今後の主な予定 

時 期 内 容 

令和３年（2021年） 

２月２日（火） 

市の「スーパーシティ」構想に関する連携事業

者及び事業提案の追加公募開始 

２月 10日（水） 追加公募の企画提案書の提出期限 

２月 12日（金） 
追加公募の選定会の開催、連携事業者及び事業

提案の決定 

２月 15日（月） 
市デジタル化推進本部で、追加公募を踏まえた

市のスーパーシティ構想（案）を説明 

２月 19日（金） 
総務常任委員会で、市のスーパーシティ構想

（案）を報告 

２月 27日（土） 

市のスーパーシティ構想（案）について市民と

意見交換 

・10時～ こゆるぎ２階ホールＡ・Ｂ 

・15時～ いずみ２階ホールＣ 

３月６日（土） 

市のスーパーシティ構想（案）について市民と

意見交換 

・10時～ ＵＭＥＣＯ会議室２・３ 

・15時～ マロニエ３階集会室 301 

３月中旬 
デジタル化推進本部で、市民意見を踏まえた市

のスーパーシティ構想を決定 

３月下旬 
市議会議員に、決定した市のスーパーシティ構

想を情報提供 

～３月 26日（金） 市のスーパーシティ構想を国に提出 

４月以降 国がスーパーシティの自治体を決定 

 

４ まちのデジタル化推進のイメージ 

具体的なイメージについては別紙のとおり。 
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公共施設再編事業について  

 

１ 旧大窪支所、旧片浦支所、旧曽我支所の民間提案募集について 

（１）募集スケジュール    

令和３年（2021年） 

１月～   旧片浦支所の敷地測量（受託・鈴木土地家屋調査士事務所） 

１月    サウンディング調査（旧大窪支所、旧片浦支所、旧曽我支所） 

１月～２月 募集要項作成 

３月～   提案募集開始（旧大窪支所、旧片浦支所、旧曽我支所） 

７月頃   提案審査、採択 

８月～   詳細協議開始 

 

（２）募集方法 

令和２年度（2020年度）に策定した「小田原市公共施設等に係る民間提案制度運

用指針」（別紙概要参照）により募集要項を作成し募集する。 

 

（３）サウンディング調査結果  

市場性の有無、アイデアの確認、募集要項策定のための条件整理等のために実施 

    

  ア 日程及び参加者 

    参加希望者を公募した上で、１月 15日（金）～１月 26日（火）で現地見学会、

意見聴取を実施。12者が参加。 

    

  イ 結果概要 

   ・３施設全てに利活用希望があった。 

   ・売却と貸付の両方の利活用方法に希望者があった。 

   ・複数施設を連携させて利活用したいという意見もあった。 

 

 

 

２ 今後の方向性 

  公共施設再編整備の推進に当たり、今回の成果を検証しながら、ケースに応じて民

間提案制度の活用を進めていく予定である。 

 

 

※ 今回の募集では、「清閑亭」の利活用についても、併せて民間提案を求める予定であ

り、詳細は厚生文教常任委員会（2/9）で報告いたします。 

資料２  
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３  施設の概要及び位置図 
 
旧大窪支所 
 

【所在】小田原市板橋 179番５ 

        （近隣商業地域） 

【土地】地 目：宅地  

面 積：494.17㎡ 

【建物】建 築：昭和３年 10月 

    構 造：木造 ２階  

    延面積：263.81㎡（未登記） 

【所有】土 地：市 

建 物：市 

 

 

旧片浦支所 

【所在】小田原市根府川 77番１ 

    （市外化調整区域） 

【土地】地 目：宅地  

面 積：4620.69㎡ 

【建物】建 築：昭和 28年３月 

    構 造：木造 ２階  

    延面積：399.46㎡（未登記） 

【所有】土 地：市 

建 物：市 

 

 

旧曽我支所 
 

【所在】小田原市下大井 75番 1 

    （市外化調整区域） 

【土地】地 目：宅地 

面 積：689.82㎡ 

【建物】建 築：昭和 31年７月 

    構 造：木造 平屋  

    延面積：348.49㎡（未登記） 

【所有】土 地：市 

建 物：市 



 

 本市の公共施設等を有効活用しまちの魅力・価値を高めるために、市にはないノウハウやアイデアを持つ民間事業者の皆さまとの一

層の連携に向けて、民間事業者の発意による提案を、市と民間事業者の協議により事業化していく制度です。 

小田原市公共施設等に係る民間提案制度の概要 

【制度の概念図】 

・まちの魅力向上や市民サービスの向上、歳入増加、歳出削減につながる提案を求めます。 

・事前相談、詳細協議で、市と民間事業者様で一緒に事業を作り上げます。 

・原則として、本市における新たな財政負担を伴わないものとします。（本市が新規に予算を計上すべきと判断したものについ

ては、この限りではありません。） 

・提案が採択となった場合は、協議等が整い次第、提案者と契約します。 

・対象とした公共施設等の中から、どの施設に対してでも提案いただくことができます。 

3 事業化までの流れ  ※毎年度１回、全庁に案件を照会し募集を行います。 

公
表 

応
募 

審
査 

予
算
等
議
決 

プレゼン 詳細協議 事前相談 

2 制度のポイント 

ex.広告掲載 

ex.空きスペース 

 有効活用 

ex.ネーミングライツ 

ex.未利用施設 

  有効活用 

提
案
採
択 

民間事業者 小田原市 
独自のアイデア、ノウハウ 公共施設等 

民間提案制度 

契
約
・
事
業
化 

※採択となった提案でも、協議が調わない場合や予算等が成立しなかった場合には、事業化されません。 

別紙 

１ 趣旨 

4 公民連携推進のための制度の特徴 

・募集時点では細かい仕様は設けません。 

・サウンディングや事前相談などご提案いただくまでに十分な対話の場面を用意します。 

・独自のノウハウの保護を配慮しながら進めます。 

・提案採択後に十分な詳細協議の時間を設けます。 


